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2023年夏季ボーナス予測 
高い春闘賃上げ率を背景に2年連続で増加 
 

 

○ 2023年夏の民間企業の一人当たりボーナスは前年比＋1.8％と、2年連続の増加を予想。2023年春

闘では近年にない高い水準での賃上げが実現し、所定内給与の伸びが加速 

○ 一方、支給月数に先行する2022年度下期の企業収益は弱含み、支給月数は横ばいにとどまると予

想。2023年夏のボーナスの伸びは昨夏と比較して鈍化する見通し 

○ 民間・公務員合わせたボーナス支給総額は前年比＋3.3％増加する見込み。定例給与とボーナス双

方が増加することにより、夏場の個人消費を支える材料に 

 

１．民間企業の一人当たりボーナスは夏として 2年連続の増加を予想 

みずほリサーチ＆テクノロジーズでは、2023年夏の民間企業の一人当たりボーナス支給額（支給事

業所における一人当たり平均）を前年比＋1.8％と予測する（図表1）。夏としては2年連続のプラスと

なるものの、昨夏の伸び（同＋2.4％）は下回るだろう。ボーナス支給額は1カ月当たりの所定内給与

に支給月数を乗じて算出される場合が多いが、所定内給与が増加する一方で支給月数は横ばいにとど

まるとみられる。 

まず所定内給与1（6月～8月平均）は前年比＋1.6％（昨夏：同＋0.5％）と、伸びが加速する見通し

である。所定内給与は春季労使交渉（春闘）の結果を参考に決める企業が多いが、2023 年の春闘賃上

げ率（連合ベース：第 3回集計値、定昇込み）は 3.70％と、2022 年の 2.07％から大きく上昇した（図

図表1 民間企業の一人当たりボーナス支給額 

 
（注）賞与支給企業における平均値。 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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表 2）。賃上げ率の内訳（定期昇給分とベースアップ分）が明確に分かる労働組合の集計値をみると、

基本給を底上げするベースアップ分が 2％を上回っており、約 30年ぶりの強い内容である。物価高や

人手不足を受けて、企業間における賃上げ同調圧力が予想以上に働いたようだ。ただし、春闘は労働

組合が存在する大企業が中心である。中小企業についても昨年より賃上げに積極的な企業が増えると

みられるが、大企業に比べて限定的なものになるだろう。実際、日本商工会議所の調査2によれば、賃

上げ実施予定の中小企業のうち約 6割が「（2023 年の賃上げは）業績改善を伴わない防衛的な賃上げ」

であると回答していた。原材料・燃料高の影響などにより収益面で厳しい状況にありながら、物価上

昇や人材確保に対応するべく、やむにやまれぬ賃上げを予定する企業の様子がうかがえる。なお、厚

生労働省によると3、改定された賃金の適用時期は 4月が最も多く（56.9％）、例年通りなら賞与の支

給開始時期である 6月時点で 8割超の企業が今年の賃上げ分を所定内給与に反映する見込みである。 

支給月数は 1.06 カ月と、昨夏から横ばいと予想する。背景には 2022 年度下期における企業収益の

弱含みがある。日銀短観によると、2022 年度下期の経常利益は前年比▲5.9％（全規模・全産業：実績

見込み）と、2020 年度上期以来の減益が見込まれている。業種別では、非製造業はコロナ禍からの経

済活動正常化に伴いサービス業を中心として増益となったが、製造業は原材料価格上昇による投入コ

スト増加等を受けて減益となっている。また、支給月数に半年ほど先行する傾向がある売上高経常利

益率（全規模・全産業）については、2022 年度下期に前年同期差で 0.72％ポイントの低下が見込まれ

ている（2021 年度下期 6.15％→2022 年度下期 5.43％、図表 3）。 

民間企業のボーナス支給総額（ボーナス支給労働者数4×一人当たりボーナス）については、前年比＋2.3％

と一人当たりボーナスよりも増加幅が大きくなると予想する。雇用者数の増加傾向が続くなかで、ボーナ

スを受け取る労働者の増加が見込まれる。 

２．公務員の一人当たりボーナスは、月例給・支給月数の引き上げで増加 

公務員（国＋地方）の一人当たりボーナス支給額は、前年比＋11.3％の増加を予想する5。2022年度

図表 2 春闘賃上げ率 図表 3 支給月数と売上高経常利益率  

  
（注）2023 年は連合の第 3回集計値。2022～23 年の定昇分は

2021 年賃金事情等総合調査結果（1.81％）で横ばいと

仮定。 

（出所）厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状

況」、日本労働組合総連合会「春季生活闘争最終回答

集計結果」、中央労働委員会「賃金事情等総合調査」

より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）売上高経常利益率は半期ラグ。 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」、日本銀行「全国企業短

期経済観測調査」などより、みずほリサーチ＆テクノ

ロジーズ作成 
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の人事院勧告では国家公務員の月例給が増額されたほか、ボーナス支給月数が＋0.1カ月引き上げら

れていた。昨夏の公務員ボーナスは、給与法改正の成立が遅れたことを受けて減額調整されたという

特殊要因があったため、その反動もあって今夏のボーナスは高めの伸びとなる見込みである。地方公

務員についても、国家公務員に準じて給与を決定する自治体が多いため、増加となるだろう。 

３．全体の支給総額は増加し、個人消費のプラス材料に 

民間企業・公務員を合わせた夏季ボーナスの支給総額は前年比＋3.3％と、伸び率が高まる見通しで

ある（図表4）。 

夏のボーナス増加は、ベースアップ実施による基本給の増加と合わせて、個人消費を支える材料と

なるだろう。秋頃まで断続的に行われるとみられる食料品等の値上げ6には注意が必要だが、5月8日に

は新型コロナウイルスの感染法上の位置づけが季節性インフルエンザと同じ「5類」に変更され、経済

活動はほぼ正常化すると予想される。そうした状況下での賃金（含むボーナス）の増加は、消費者マ

インドの改善にもつながり、夏場の個人消費は緩やかな回復が続く見通しである。 

 

1 所定内給与＝賞与支給額÷支給月数により算出。 
2 日本商工会議所「最低賃金および中小企業の賃金・雇用に関する調査」（2023 年 3 月 28 日）。 
3 厚生労働省「令和 4 年賃金引上げ等の実態に関する調査」。 
4 常用労働者数に支給事業所に雇用される労働者の割合を乗じて算出されるもの。 
5 公務員(国＋地方)の一人当たりボーナスの実績はみずほリサーチ＆テクノロジーズによる推計値。 
6 帝国データバンク「「食品主要 195 社」価格改定動向調査―2023 年 4 月」によると、企業はこれまでのコスト増加分における

価格転嫁が十分にできておらず、頻繁で断続的な価格改定の動きは今秋 10 月頃まで長引く可能性があるとのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

図表4 夏季ボーナスの見通し 

 
（注）1. 民間企業は事業所規模 5人以上ベース。 

2. 1 人当たり賞与額とは、賞与支給事業所における労働者 1人当たり平均賞与支給額。 

3. 公務員（林野事業など現業を除く）の賞与額は、みずほリサーチ＆テクノロジーズによる推計値。 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」、人事院「人事院勧告」などより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

１人当たり賞与額（円） 賞与総額（10億円） １人当たり支給額（円）

民間企業 公務員 民間企業 公務員 合計

前年比
（％）

前年比
（％）

前年比
（％）

前年比
（％）

前年比
（％）

2019 381,343 ▲ 1.5 738,668 4.6 15,911 0.9 2,227 4.7 18,138 1.3

2020 383,439 0.5 745,046 0.9 15,637 ▲ 1.7 2,256 1.3 17,894 ▲ 1.3

2021 380,268 ▲ 0.8 735,147 ▲ 1.3 15,689 0.3 2,228 ▲ 1.2 17,917 0.1

389,331 2.4 656,961 ▲ 10.6 16,148 2.9 1,993 ▲ 10.6 18,140 1.2

2023 396,285 1.8 731,214 11.3 16,515 2.3 2,218 11.3 18,732 3.3

年

2022
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